
別紙様式第３号（第60条関係） 

（日本産業規格Ａ４） 

 

 

（第１面） 

年  月  日   

   金融庁長官 殿 

       

申請者 （郵便番号   －    ） 

主たる事務所の所在地 

電話番号（    ）  － 

名称 

代表者の氏名              

                    

登 録 申 請 書 

 

公認会計士法第 34条の 25第１項の規定により同法第 34条の 24の登録を申請します。 

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 

 

（記載上の注意） 

氏を改めた者においては、旧氏（住民基本台帳法施行令（昭和 42年政令第 292号）第 30条の 13に規

定する旧氏をいう。第３面記載上の注意において同じ。）及び名を氏名を記載する欄に括弧書で併せて記

載することができる。 



 

 

          （第２面） 

名称  

事務所の所在地  

社員の氏名及び住所並びに社員である公認

会計士及び特定社員の登録番号 
別添１のとおり 

資本金の額 別添２のとおり 

社員の総数                    人 

公認会計士である社員の数                    人 

 



 

 

（第３面） 

（別添１：社員の氏名及び住所並びに社員である公認会計士及び特定社員の登録番号） 

公認会計士である社員 

氏名 登録番号 住所 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 

特定社員 

氏名 登録番号 住所 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

（記載上の注意） 

氏を改めた者においては、旧氏及び名を氏名を記載する欄に括弧書で併せて記載することができる。 



 

 

（第４面） 

（別添２：資本金の額） 

資本金の額 年月日 

 年  月  日 現在 

 



 

 

（第５面） 

登録免許税領収証書貼付欄 

 

 


